








ＰＦＩ・写真②

第２期住棟（Ｋ棟）

5



ＰＦＩ・写真③

第３期工事中住棟及び付帯施設
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ＥＶ脇の腰掛けスペース

各戸玄関の腰掛けスペース

カメラ付きインターホン

室内情報盤

ＰＦＩ・写真④
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平成１７年１２月 ： 実施方針、要求水準書（案）等の公表

平成１８年 ２月 ： 特定事業の選定及び公表

４月 ： 入札公告

６月 ： 入札参加表明書及び資格確認申請書類の受付

７月 ： 入札

９月 ： 落札者の決定（高井ＰＦＩパ-トナ-ズ株式会社）

１２月 ： 事業契約の締結

平成１９年１２月～平成２０年１２月 ： 第１期建設

平成２０年１０月～平成２１年１２月 ： 第２期建設

平成２１年１０月～平成２２年１２月 ： 第３期建設

平成４１年 ３月 ： ＰＦＩ事業終了

ＰＦＩ・事業化スケジュール

（山口県より）
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Ｈ１５ Ｈ２３Ｈ２２Ｈ２１Ｈ２０Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６

Ｈ２８Ｈ２７Ｈ２６Ｈ２５Ｈ２４Ｈ２３Ｈ２２Ｈ２１

集約化団地の整備
要求水準書策定
事業主体選定

導入可能
性調査

既存住宅解体
土地売却等

第１期建設
要求水準書策定
事業主体選定

導入可能
性調査

第２期建設

第３期建設

設計

付帯施設
設計建設

全体事業スケジュール（山口県）

ＰＦＩ事業の全体スケジュール

事業者選定
委員会

事業者選定
委員会

導入基礎
調査

※

※ 平成１７年３月に「ＰＦＩ導入説明会」を開催

※

※ 平成２２年３月に「説明会」を開催（予定）

全体想定事業スケジュール（徳島県）

Ｈ１７．１１～Ｈ１８．９
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民間事業者意向調査（第三次）民間事業者意向調査（第三次）
調査結果概要（抜粋）調査結果概要（抜粋）

Ｑ1）県営住宅ＰＦＩへの参加意欲

2行とも参加意欲を示している

【【金融機関金融機関 (1/2)(1/2) 】】

Ｑ2）参加する場合のＳＰＣへの融資利率、リスクプレミアムの考え方

案件ごととし、具体的な利率等の提示はなし
一定期間（5年又は10年）ごとの金利見直し希望あり

Ｑ3）プロジェクトファイナンスを実施する際の手数料の考え方

具体的な水準の提示なし

２０



Ｑ4）事業方式が金利水準に与える影響についての考え方

契約内容次第で、事業方式による差はないとの意見あり

【【金融機関金融機関 (2/2)(2/2) 】】
【【民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要】】

Ｑ5）付帯事業のあり方についての考え方

付帯事業のウェイト、収益の変動幅、ＳＰＣへの権利・義務・

リスクの発生、等により金利水準に影響の可能性あり

Ｑ6）余剰地活用業務のあり方についての考え方

義務付けの度合いにより融資姿勢、金利水準に

悪影響との意見あり

Ｑ7）～Ｑ9）（省略）

Ｑ10）その他本事業に関する意見等

今後も継続的に発生しうるスキームでモデル事業として期待

２１



【【民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要】】

【【高優賃運営事業者高優賃運営事業者 (1/2)(1/2) 】】

Ｑ1）各建替え候補団地における高優賃事業参加意欲

いずれの団地も条件次第では検討する、との事業者あり

Ｑ2）徳島市における高優賃の市況等

・自社運営施設は満室であった期間は短い
（健康な人が多いので、よい施設ができると引越）

・施設賃料は6.2～7万円
・自社運営施設は満室、空きが出てもすぐに入居する
・高優賃は24時間介護ができない点が経営上のネック
・採算は通常の賃貸住宅よりはよい
・入居者の他の入居者等との交流への欲求は強く、デイ

サービスで食事を一緒にしている
・高優賃を施設と考え、夜間の介護サービス等を求める

入居者も多い
２２



【【民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要民間事業者意向調査（第三次）調査結果概要】】

【【高優賃運営事業者高優賃運営事業者 (2/2)(2/2) 】】

Ｑ3）想定される参画形態、条件

・居住型の介護施設とセットでないと参画しにくい

・団地周辺のデイサービス等のニーズを十分吸収する必要
がある （入居者のデイサービス利用が伸び悩む可能性）

・病院、銀行、外食、郵便局、スーパー、バス停が近所に必要
・ビル化して、低層階でデイサービス、高層階で高優賃
・高優賃でも買物サービス等のデイサービス的なものは必要

Ｑ4）各団地における高優賃の市場性

・家賃設定次第ではあるが、各団地とも20戸程度のニーズ

はある
・60戸を各団地に分けると管理上不便。1ヶ所にまとめたい
・いずれも老人が多い地域で、入居者は見込める

２３



Ｑ5）高優賃を前提とした地代等の水準

・土地価格、地代は採算に影響するので安くしてほしい

（現状も親会社が土地建物を購入し、賃借している）

Ｑ6）その他高優賃に関する意見等

・入居者の大半が家賃補助を受けている

補助制度が今後も継続されるかで状況は変化する

２４




